
第　　　　　期 

平成１４年４月年４月１日から日から 
平成１４年９年９月３０日まで日まで 



会  社  の  概  要  株 主 の 皆 様 へ  

　株主の皆様には、いよいよご清祥のこととお喜び申し上げます。 
　平素は格別のご支援を賜わり厚く御礼申し上げます。 
　さて、第９９期（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）の前半
は、平成１４年９月３０日をもって終了いたしましたので、ここに当社の
上半期の状況についてご報告申し上げます。 
　当上半期におけるわが国経済は、民間設備投資に下げ止まりの兆
しが見られたものの、公共投資は総じて低調に推移し、個人消費も
厳しい雇用情勢や先行きに対する不安感から引き続き低迷するなど、
景気は依然として厳しい状況のうちに推移いたしました。 
　建設業界におきましては、景気低迷の影響を受けて民間工事の発
注が落ち込み、公共工事も引き続き減少いたしましたので、受注環
境は一段と厳しいものとなりました。 
　このような情勢下にありまして、当社は総力を挙げて受注量の確保に
努めてまいりました結果、受注高につきましては、前年同期比９.０％増
の約５,３６９億円となりました。受注高の構成は別掲のとおりであり、
受注工事の主なものは、アイリスオーヤマ埼玉工場新築工事、（仮称）
真澄寺別院真如苑総合道場新築工事、神奈川県産業廃棄物最終処分場
建設工事（土木工事）、（仮称）トヨタ自動車技術新設計棟建設工事、（仮
称）国保橋本市民病院移転改築工事、アトランタ・ナンシー・クリーク
下水道トンネル建設工事（米国）、ハノイ紅河橋建設工事（ベトナム）、
ＯＲＱオフィスビル新築工事（シンガポール）等であります。 
　次に、売上高につきましては、前年同期比１２.０％減の約４,３７６億円
となりました。売上高の構成は別掲のとおりであり、完成工事の主な
ものは、丸の内ビルディング新築工事、キヤノン本社棟新築工事、久
屋大通公園「オアシス２１」整備工事、第二名神高速道路川越高架橋（Ｐ
Ｃ上部工）工事、和泉シティプラザ建設工事、ＡＦＰＤ・低温ポリシリコ
ン液晶工場新築工事（シンガポール）、シンガポール地下鉄北東線７０７
工区建設工事（シンガポール）、バンコック地下鉄北工区建設工事（タイ）
等であります。 
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株　主　数 
従 業 員 数  
 

 

 

明治２５年１月 

昭和１１年１２月　 

 

  発行する株式総数  　　　　１,２２４,３３５,０００株 

  発行済株式総数   　　　　 ７２１,５０９,６４６株 

５７,７５２,６７１,８０１円　（平成１４年９月３０日現在） 
 

１.建設工事の請負 
２. 地域開発、都市開発、海洋開発、環境整備その他建設に関す
る事業 

３.前２号に関する調査、測量、企画、立案、設計、監理等の
エンジニアリング及びマネージメント 

４.住宅に関する事業 
５. 不動産の売買、交換、貸借及びその仲介並びに所有、管理及
び利用 

６.道路、港湾、上下水道、庁舎、教育文化施設、廃棄物処理施設、
医療施設その他公共施設等の企画、建設、保有、維持管理及
び運営 

７. 土壌浄化、河川・湖沼の底質浄化、湖水・海水の水質浄化等
の環境汚染の修復に関する事業並びに一般廃棄物及び産業廃
棄物の収集、運搬、処理及び再生利用 

８.発電並びに電気及び熱の供給 
９.建設機械、建設機械装置及び建設用仮設機材の製作、調達、販
売及び賃貸 

１０.建設用コンクリート製品、耐火・不燃建築材料、内外装建築
材料、家具及び建築用木工品の製造及び販売並びに土木建築
用資材の販売 

１１.建物及び設備の保守管理の受託並びに保安警備の受託 
１２.コンピュータの利用に関するソフトウェア、工業所有権及び
ノウハウの取得、開発、実施許諾及び販売 

１３.情報処理サービス業、情報提供サービス業及び電気通信回線
の提供 

１４.  コンピュータ等電子事務機器の販売、賃貸及び保守管理
サービス 

１５.厚生、医療、スポーツレジャーの各施設、ホテル及び飲食店
の経営並びに旅行業代理店業 

１６.医療用機械器具の販売 
１７.労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事業 
１８.損害保険代理業及び自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業 
１９.造園、園芸及び植樹に関する事業 
２０.金銭の貸付、債務の保証その他の金融業 
２１.前各号に関するコンサルティング業務 
２２.前各号に関連する業務 
７２,０１４名（平成１４年９月３０日現在） 
１０,６５２名（平成１４年９月３０日現在） 
 

取締役社長 

平成１４年１２月 

１ ２ 



業績の推移 

土木工事 

建築工事 

　  計 

構成比 ％ 構成比 ％ 
受 注 高 売 上 高 

不動産事業等 

合　　　　計 

１,０９１,１３９ 

１,２８６,５４４ 

７１,３００ 

９８円４７銭 

１,７７３,６４９ 

２８４,１１２ 

１０９,８６１ ２１.０ １２０,１４６ 

４１３,６８９ ７９.０ ３０３,６６０ 

５２３,５５０ ４２３,８０７ 

１３,４１０ １３,８５０ 

５３６,９６０ 

２０.５ 

７７.０ 

９７.５ 

２.５ 

１００ 

１００ 

２８.３ 

７１.７ 

２７.４ 

６９.４ 

９６.８ 

３.２ 

１００ 

１００ 

４３７,６５８ 

区　　　分 

区　　　分 

受　注　高  

売　上　高  

中間（当期）損益 

 

総　資　産  

純　資　産  

（注）１株当たり中間（当期）損益は、期中の平均発行済株式数に基づき算出しております。 
　　　なお、期中の平均発行済株式数は、期中の平均自己株式数を控除して算出しております。 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

建
設
事
業 

当上半期の受注高及び売上高 

１ 株 当 た り  
中間（当期）損益 

第９９期上半期 
自平成１４年４月１日 
至 平成１４年９月３０日 

第９８期上半期 
自平成１３年４月１日 
至 平成１３年９月３０日 

第　９８　期 
自平成１３年４月１日 
至 平成１４年３月３１日 

 
 

３ ４ 

５３６,９６０ 

４３７,６５８ 

４,４９６ 

６円２３銭 

１,７３７,３６６ 

２６３,２１０ 

４９２,７３６ 

４９７,３５５ 

２,５８５ 

３円５６銭 

１,８６４,８０８ 

３６２,３８３ 

　また、利益の面では、工事の完成が下半期に集中していることや、
工事利益率が低下したことなどにより、上半期の経常損益は約５８億円
の損失となり、税引後の中間損益は約４４億円の損失となりました。こ
のように上半期は経常損失となりましたが、第９９期（通期）では経常損
益で約１９０億円、税引後の当期損益で約９０億円の利益を計上できる見
込みです。なお、当期の中間配当金につきましては、当社を取り巻く
経営環境の厳しさを勘案いたしまして、誠に遺憾ながら、１円減配し
３円とさせていただきました。 
　今後のわが国経済は、先行きに対する不透明感が拭えないことから、
個人消費や民間設備投資に早期の回復が期待できず、また、景気を下
支えしてきた輸出も米国経済の減速により伸びの鈍化が予想されます
ので、景気は依然として厳しい状況のうちに推移するものと考えられ
ます。 
　建設業界におきましては、民間工事は当面回復が期待できず、公共
工事はさらに減少することが予想されますので、依然として激しい受
注競争が継続するものと思われます。 
　当社といたしましては、このような厳しい経営環境においても、工
事採算を重視しつつ受注量の確保に努めるとともに、収益力の強化を
図ることが最重要課題であると考えております。このため、施工の効
率化や購買方法の見直し等により、工事原価の低減になお一層の努力
を払うとともに、リニューアル、医療福祉、環境関連、都市再生関連、
ＰＦＩ、海外の大型土木工事など成長が期待される分野や技術力を活
かせる分野に積極的な営業を展開する所存であります。同時に、当社
の有する技術やノウハウを活かした新規事業など新たな収益源の拡大
を図るとともに、引き続き組織のスリム化や管理コストの削減に取り
組んでまいりたいと考えております。 
  また、環境問題につきましては、経営上の重要課題ととらえ、建設現
場から発生する廃棄物を１００％再資源化する「ゼロエミッション」の手
法を全国の現場に導入するなど、建設廃棄物の削減に努めるとともに、
地球温暖化対策としての省エネ手法や、汚染土壌の浄化など環境関連
技術の開発、実用化にも積極的に取り組んでおり、今後も環境保全に
貢献してまいりたいと考えております。 
  株主の皆様におかれましては、今後とも何とぞ格別のご理解とご支援
を賜わりますようお願い申し上げます。 
 



 

５ ６ 

1,737,366 

1,092,692 

６４,４２３ 

 ２９,６７４ 

１７１,３１１ 

１,６７７ 

２１７ 

６６,５８８ 

５９０,４３５ 

１９,９３５ 

３４,８７７ 

９６,５４６ 

１７,９５０ 

 △９４６  

644,674 

264,807 

５３,８３６ 

６,３０５ 

１,７８９ 

２０２,０４１ 

８３４ 

5,040 

374,826 

２６４,３９７ 

５,５０３ 

４４,１３３ 

５２ 

３７,８５６ 

４７,２５７ 

 △ ２４,３７５ 

1,737,366

1,474,155 

1,264,872 
１２３,０９３ 
２５５,１０１ 
７９０ 

１７３,３４９ 
１５,０００ 
２３,８５４ 
１３,４１１ 
４,２１４ 

５２９,２１７ 
２,８９８ 
８８,３２５ 
１,２２１ 
３１,１５７ 
３,２３８ 
209,282 
４０,０００ 
９,９６９ 
４３,９７８ 
６,２３１ 
６５,７５４ 
２,３４６ 
３１,３７７ 
９,６２４ 

263,210 
57,752 
41,694 
４１,６９４ 
103,228 
１４,４３８ 
６６,７２０ 
２２,０７０ 
 〔４,４９６〕 
8,641 
51,964 
△ 70 

1,737,366

 

 

 

４２３,８０７ 

１３,８５０ 

 

３９６,６９４ 

１１,４３４ 

 

２７,１１３ 

２,４１６ 

 

 

 

 

２,５１７ 

１,５００ 

３３２ 

 

１,８２２ 

２,２８７ 

１,２４７ 

１８８ 

 

 

 

 

１,９３６ 

８４ 

 

２,４３２ 

△ ４,５２７ 

 

 

 

 

４３７,６５８ 

 

 

４０８,１２８ 

 

 

２９,５２９ 

３４,１９１ 

4,661 

 

 

 

 

４,３５０ 

 

 

 

 

５,５４６ 

5,857 

 

１,２８６ 

 

 

２,０２０ 

6,591 

 

△ ２,０９５ 

4,496 

２６,２７０ 

２９６ 

22,070

 

中間貸借対照表 中間損益計算書 

（資産の部） 

流 動 資 産           

現 金 預 金  

受 取 手 形  

完成工事未収入金  

不動産事業等未収入金 

有 価 証 券  

販 売 用 不 動 産  

未 成 工 事 支 出 金  

不動産事業等支出金 

繰 延 税 金 資 産  

未 収 入 金  

そ の 他 流 動 資 産  

貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産           

有形固定資産           

建 物 ・ 構 築 物  

機 械 ・ 運 搬 具  

工 具 器 具 ・ 備 品  

土 地  

建 設 仮 勘 定  

無形固定資産  

投 資 等  

投 資 有 価 証 券  

子会社株式･子会社出資金 

長 期 貸 付 金  

破産債権、更生債権等 

長期繰延税金資産  

そ の 他 投 資 等  

貸 倒 引 当 金  

資 産 合 計         

（負債の部） 

流 動 負 債            
支 払 手 形  
工 事 未 払 金  
不動産事業等未払金 
短 期 借 入 金  
コマーシャル・ペーパー 
未 払 金  
未 払 費 用  
未 払 法 人 税 等  
未 成 工 事 受 入 金  
不動産事業等受入金 
預 り 金  
完成工事補償引当金 
従 業 員 預 り 金  
そ の 他 流 動 負 債  
固 定 負 債           
社 債  
転 換 社 債  
長 期 借 入 金  
土地再評価に係る繰延税金負債 
退 職 給 付 引 当 金  
役員退職慰労引当金 
不動産事業等損失引当金 
そ の 他 固 定 負 債  
（資本の部） 
資 本 金           
資 本 剰 余 金           
資 本 準 備 金  
利 益 剰 余 金           
利 益 準 備 金  
任 意 積 立 金           
中 間 未 処 分 利 益           
〔 中 間 損 失 〕  
土地再評価差額金 
株式等評価差額金 
自 己 株 式  
負 債 資 本 合 計  

（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで） 
 

経 常 損 益 の 部                
営 業 損 益          
売 上 高     
完 成 工 事 高   
不動産事業等売上高      
売 上 原 価          
完 成 工 事 原 価      
不動産事業等売上原価     
売 上 総 利 益              
完 成 工 事 総 利 益      
不動産事業等総利益      
販売費及び一般管理費             
営 業 損 失      

営 業 外 損 益               
営 業 外 収 益              
受 取 利 息 配 当 金  
有 価 証 券 売 却 益     
そ の 他 営 業 外 収 益      
営 業 外 費 用              
支 払 利 息  
貸 倒 引 当 金 繰 入 額  
外 国 為 替 換 算 差 損          
そ の 他 営 業 外 費 用      
経 常 損 失      

特 別 損 益 の 部  
特 別 利 益          
特 別 損 失  
投資有価証券評価損         
そ の 他 特 別 損 失      
税 引 前 中 間 損 失      
法人税､住民税及び事業税     
法 人 税 等 調 整 額  
中 間 損 失       
前 期 繰 越 利 益  
土地再評価差額金取崩額        

中 間 未 処 分 利 益      

（平成１４年９月３０日現在） 
 百万円 百万円 百万円 百万円 



７ ８ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

９２６ 
１,４８９ 
１,４５１ 
６２５ 

 
２,４６９ 
２,１２３ 
１,３１４ 
２２０ 

 
 
 

１,３２３ 
１４５ 
２ 
 

１,９４１ 
３５０ 

 
３,０５１ 

 △４,４３９ 

 
 

４９４,５２６ 
４５８,５６４ 
３５,９６１ 
３９,９８７ 
4,026 

 
 
 
 
 

４,４９１ 
 
 
 
 

６,１２８ 
5,662 

 
 
 
 

１,４７１ 
 
 

２,２９１ 
6,483 

 
 △１,３８７ 
６６７ 
4,429

 
41,694 
41,694 

 
114,681 
294 
２９４ 
7,349 
４,４２９ 
２,８７８ 
４１ 

107,625

 86,884 

△ 9 

△ 5,491 

7,449 

△ 7,043 

408 

82,198

1,984,265 

1,208,083 

８２,８８４ 

２３０,４１５ 

３１,３１７ 

６０１,０８６ 

９３,７２２ 

３７,５８８ 

１３２,１４６ 

 △１,０７７ 

776,150 

393,725 

１１７,３０２ 

１２,１１５ 

２６２,３１６ 

１,９９１ 

5,773 

376,651 

２８１,８４３ 

３３,９８５ 

３２,６７０ 

４６,６５５ 

 △１８,５０２ 

31 

1,984,265

1,701,730 
1,429,647 
４０７,２１７ 
２６９,６０５ 
１５,０００ 
２４,２００ 
４,８６８ 

５３７,２６６ 
１,３２６ 

１７０,１６３ 
272,083 
５４,９６９ 
９６,９７９ 
８,８７１ 
７２,８５４ 
２,７９８ 
１,７１４ 
３３,８９４ 
13,164 
13,164 
269,370 
57,752 
41,694 
107,625 
11,719 
51,999 
△ 1,089 
△ 331 

1,984,265

 

中間連結貸借対照表 中間連結損益計算書 

中間連結剰余金計算書 中間連結キャッシュ・フロー計算書の要旨 

（資産の部） 
流 動 資 産           
現 金 預 金  
受取手形・完成工事未収入金等 
有 価 証 券  
未成工事支出金等  
た な 卸 不 動 産  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産           
有形固定資産           
建 物 ・ 構 築 物  
機械・運搬具・工具器具・備品 
土 地  
建 設 仮 勘 定  
無形固定資産  
投 資 等  
投 資 有 価 証 券  
長 期 貸 付 金  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

繰 延 資 産  

資 産 合 計 

（負債の部） 
流 動 負 債            
支払手形・工事未払金等  
短 期 借 入 金  
コマーシャル・ペーパー 
一年以内償還の社債 
未 払 法 人 税 等  
未成工事受入金等  
完成工事補償引当金 
そ の 他  
固 定 負 債           
社 債  
長 期 借 入 金  
土地再評価に係る繰延税金負債 
退 職 給 付 引 当 金  
役員退職慰労引当金 
不動産事業等損失引当金 
そ の 他  
（少数株主持分） 
少 数 株 主 持 分  
（資本の部） 
資 本 金           
資 本 剰 余 金  
利 益 剰 余 金           
土地再評価差額金           
その他有価証券評価差額金          
為替換算調整勘定 
自 己 株 式  
負債、少数株主持分及び資本合計 

（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで） 
 

経 常 損 益 の 部      
営 業 損 益           
売 上 高     
売 上 原 価  
売 上 総 利 益              
販売費及び一般管理費             
営 業 損 失  

営 業 外 損 益      
営 業 外 収 益  
受 取 利 息  
受 取 配 当 金  
有 価 証 券 売 却 益              
そ の 他      
営 業 外 費 用  
支 払 利 息  
貸 倒 引 当 金 繰 入 額  
外 国 為 替 換 算 差 損  
そ の 他  
経 常 損 失  

特 別 損 益 の 部  
特 別 利 益  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益  
固 定 資 産 売 却 益  
そ の 他  
特 別 損 失  
投資有価証券評価損  
そ の 他  

税金等調整前中間純損失
法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額      
少 数 株 主 損 失  
中 間 純 損 失         
 

（平成１４年９月３０日現在） 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

（資本剰余金の部） 
資 本 剰 余 金 期 首 残 高  
資本剰余金中間期末残高 
（利益剰余金の部） 
利 益 剰 余 金 期 首 残 高  
利 益 剰 余 金 増 加 高  
土地再評価差額金取崩額  

利 益 剰 余 金 減 少 高  
中 間 純 損 失  
株 主 配 当 金  
役 員 賞 与 金  

利益剰余金中間期末残高 

（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで） 
 

（平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで） 
 

現金及び現金同等物期首残高 

連結範囲の変更に伴う現金  
及び現金同等物期首減少額  

営業活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物に係る換算差額 

現金及び現金同等物中間期末残高 

百万円 百万円 

 



取締役及び監査役 

代表取締役会長 

代表取締役副会長代表取締役副会長 

代表取締役社長 

代表取締役副社長代表取締役副社長 

代表取締役副社長代表取締役副社長 

代表取締役副社長代表取締役副社長 

専 務 取 締 役専 務 取 締 役  

専 務 取 締 役専 務 取 締 役  

専 務 取 締 役専 務 取 締 役  

専 務 取 締 役専 務 取 締 役  

専 務 取 締 役専 務 取 締 役  

専 務 取 締 役専 務 取 締 役  

専 務 取 締 役専 務 取 締 役  

専 務 取 締 役専 務 取 締 役  

常 務 取 締 役常 務 取 締 役  

常 務 取 締 役常 務 取 締 役  

常 務 取 締 役常 務 取 締 役

常 務 取 締 役常 務 取 締 役

常 務 取 締 役常 務 取 締 役  

常 務 取 締 役常 務 取 締 役  

常 務 取 締 役常 務 取 締 役

常 務 取 締 役常 務 取 締 役

常 務 取 締 役常 務 取 締 役

常 務 取 締 役常 務 取 締 役  

常 務 取締役  

常 務 取締役  

常 務 取締役  

常 務 取締役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

取 締 役取 締 役  

 

常 勤 監 査役  

常 勤 監査役  

常 勤 監査役  

監 査 役監 査 役  

監 査 役  

大 林  
大 林  
向 笠  
山 下  
上 原  
脇 村  
大 林
倉 田
桑 原  
石 原  
野 間  
田 宮  
井 口  
森 元
杉 田  
藤 縄  
小 泉
山 口  
山 本  
溝 口  
水 巻
　 木  
伊 藤  
西 野  
 
 
 

芳 郎芳 郎  
剛 郎剛 郎  
愼 二愼 二  
健 一健 一
　 忠　 忠  
典 夫典 夫
芳 久芳 久
能 達能 達  
章 次章 次  
真 雄真 雄
暎 史暎 史
芳 彦芳 彦
紀 雄紀 雄  
淳 平淳 平
美 昭美 昭  
正 俊正 俊  
惠 二惠 二
良 雄良 雄  
正 明正 明  
哲 也哲 也  
武 一武 一
嗣 郎嗣 郎
住 吉住 吉
敏 克敏 克  
 

中 谷
松 本
熊 谷
原 　
伊 藤  
表 　
塚 越
稲 垣
古 荘
田 保
森 井
長 　
本 庄
中 村  
伊 藤  
白 石
伊良原伊良原 
田 村  
 
西 村
日 置
大河内大河内
津 田  
花 嶋
　 

　 章　 章  
國 夫國 夫  
　 繁　 繁  
義 孝義 孝  
昭太郎 
佑太郎 
東 男東 男  
紘 史紘 史  
昭 憲昭 憲
収 平収 平
繁 夫繁 夫
恵 祥恵 祥
正 史正 史
雄 二雄 二  
鷹 一鷹 一
　 達　 達
龍 一龍 一  
志 郎志 郎  
 
　 正　 正  
紘太郎 
照 雄照 雄
禎 三禎 三  
晴 道晴 道  

（平成１４年９月３０日現在） 

（注）※印は、商法特例法第18条第1項に定める社外監査役であります。 

※ 

※ 

９ １０ 

主要な営業所等 

パリ、ロンドン、サンフランシスコ、ホノルル、
シドニー、北京、大連、上海、台北、マニラ、
ジャカルタ、ハノイ、ホーチミン、シンガポール、
クアラルンプール、バンコック 

本　　店  

 

東京本社  

 

札幌支店  

 

東北支店  

 

横浜支店  

 

北陸支店  

 

名古屋支店 

 

神戸支店  

 

広島支店  

 

四国支店  

 

九州支店  

 

技術研究所 

 

海外事務所 

 

 

大阪市中央区北浜東４番３３号    〒540-8584 

 

東京都港区港南２丁目１５番２号    〒108-8502 

 

札幌市中央区北１条西３丁目３番地の７    〒060-0001 

 

仙台市青葉区上杉１丁目６番１１号    〒980-0011 

 

横浜市中区弁天通２丁目２２番地    〒231-0007 

 

新潟市東大通２丁目３番２８号    〒950-8528   

 

名古屋市東区東桜１丁目１０番１９号    〒461-8506 

 

神戸市中央区磯辺通３丁目１番７号    〒651-0084 

 

広島市中区小町１番２５号    〒730-0041 

 

高松市中央町１１番１１号    〒760-0007 

 

福岡市博多区下川端町９番１２号    〒812-0027 

 

東京都清瀬市下清戸４丁目６４０番地      〒204-0011 

 

 

TEL （０６）６９４６－４５７８ 

 

TEL （０３）５７６９－１０１７ 

 

TEL （０１１）２１０－７７７７ 

 

TEL （０２２）２６７－８５２１ 

 

TEL （０４５）２０１－４１３１ 

 

TEL （０２５）２４６－６６６６ 

 

TEL （０５２）９６１－５１１１ 

 

TEL （０７８）２６５－０８００ 

 

TEL （０８２）２４３－０１５１ 

 

TEL （０８７）８３１－７１２１ 

 

TEL （０９２）２７１－３８１１ 

 

TEL （０４２４）９５－１１１１ 



URL   http://www.obayashi.co.jp/

決　　算　　期 

定 時 株 主 総 会  

利 益 配 当 金  
受領株主確定日 

中 間 配 当 金  
受領株主確定日 

公 告 掲 載 新 聞  

名義書換代理人 

 
同事務取扱場所 
 
 
 
 
 
 
 
同　取　次　所 
 

手　　数　　料 
 

 
上場証券取引所 

３月３１日 

６月下旬 

 

 
 
 
大阪市において発行する毎日新聞 

UFJ信託銀行株式会社 
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号  〒100-0005 

UFJ信託銀行株式会社大阪支店証券代行部 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号　〒541-8502 
TEL （０６）６２２９－３０１１（代表） 
   なお、株式関係のお手続き用紙のご請求は、次のUFJ信託銀行の 
   電話及びインターネットホームページでも２４時間承っております。 
   　   TEL 　　 ０１２０－２４－４４７９（東京） 
（通話料無料）０１２０－６８－４４７９（大阪） 
   　   URL　                                      http://www.ufjtrustbank.co.jp/ 

UFJ信託銀行株式会社本店・全国各支店 
野村證券株式会社本店・全国各支店 

名義書換及び新券交付……無料 
単元未満株式の買取り……１単元の株式の数当たりの売買委託 
手数料相当額を買取った単元未満株式数で按分した額 

東京・大阪・名古屋・福岡の４証券取引所 

 

株主メモ 

本中間事業報告書は、再生紙を利用しています。 

３月３１日 

 
９月３０日 
 


